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社援発 0527 第 3 号 

令和７年５月 27 日 

                                             

各          殿 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

介護福祉士国家試験におけるパート合格（合格パートの受験免除）の 

導入について 

 

介護を必要とする方々の急速な増加が見込まれるところ、特に、2024年に公表

された第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数の推計によれば、2040

年度までに新たに約57万人の介護職員が必要であるとされている。また、複雑

化・多様化する介護ニーズへの対応が求められており、高い専門性を有する介護

人材の確保育成が喫緊の課題となっているところ、介護福祉士国家試験について

は、その重要性がこれまで以上に増しているが、国家試験を受験する者は､第31回

試験以降、減少傾向である。 

そのため、介護福祉士国家試験受験のための学習への取り組み易さ、受験者の

利便性の両側面から受験しやすい仕組みの導入を検討することが必要である。 

「介護福祉士国家試験パート合格の導入に関する検討会」において令和６年９

月にとりまとめられた報告書（以下「令和６年報告書」という。）で提言された、

介護福祉士国家試験（以下「国家試験」という。）をいくつかの科目のグループ

（以下「パート」という。）に分け、一定の合格水準に達したパートについて、

翌々年までの試験において当該パートの受験を免除するパート合格（合格パート

の受験免除）を導入する。 

パート合格（合格パートの受験免除）の導入により、例えば、初年度に不合格

パートがあった者について、次年度は不合格パートの学習に注力できるようにな

るなど、一人ひとりの状況に応じた学習の選択肢が拡大され、より国家試験を受

験しやすい仕組みとなると考えられる。 

また、国家試験は介護福祉士としての知識及び技能を担保することが求められ

ており、介護福祉士の知識及び技能の水準を維持し、介護サービスの質をさらに

上げる取組につながるよう、パート合格（合格パートの受験免除）の具体的な実

施方法等について、以下のとおり整理したので、管内の介護福祉士養成施設、介

護福祉士学校、福祉系高等学校等及び施設・事業所等に対する周知について、よ

ろしくお取り計らい願いたい。 
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介護福祉士国家試験におけるパート合格（合格パートの受験免除） 

の実施方法等について 

 

１．パート合格の導入 

（１）定義 

パート合格（合格パートの受験免除）とは、国家試験の科目を３パートに分

割し、一定の合格水準に達したパートについて、一定期間、当該パートの受験

を免除するもの。 

（２）導入時期 

第 38 回（令和７年度）国家試験より導入。 

 

２．受験方法について 

受験者は、パート合格（合格パートの受験免除）導入後の初受験時においては、

全パートを受験することとする。 

また、再受験時には、不合格パートの受験は必須とし、合格したパートがない

場合には、全パートを受験することとする。 

合格したパートがある場合には、受験申込者が希望に応じて、不合格パートの

みを受験するか、全パートを受験するかを選択することとする。 

 

３．分割パターン及び各パートを構成する科目について 

受験のための学習への取り組み易さを確保しつつ、受験者の利便性・運営面の

負担も考慮する観点から、再受験のための学習時に注力すべき科目の特定が容易

であると考えられる３パートに分割することとし、それぞれを構成する科目につ

いては、次表のとおりとする。 

  

（別紙） 
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４．合格基準等について 

合格基準は、国家試験の質を担保する観点から、以下の考えを基本とする。 

（１）全パート受験時の合格基準 

問題の総得点の６割程度を基準として、問題の難易度で補正した点数以上か

つ試験科目群すべてにおいて得点があることを合格基準とする。 

（２）パートごとの合格基準 

全体の合格基準点に対し全パートを受験した受験者のパートごとの平均得点

の比率で按分して得られた点数以上、かつ全パートに対する合格基準と同様、

各パートを構成する科目群すべてにおいて得点があることを合格基準とする。 

（３）合否の判断 

ア 全パートを受験した場合 

全パートの総得点で合否を判断し、結果が不合格だった際には、パートご

とに合否を判断する。 

イ 一部のパートのみを受験した場合 

パートごとに合否を判断する。 

（４）パート合格の有効期限 

国家試験が、介護福祉士としての知識と技能を担保するものであり、一定の

知識水準を維持する必要があることや、介護報酬改定などの制度改正が定期ま

たは不定期に行われ、これに対応した知識を身につける必要性があること等を

踏まえ、合格したパートは、受験年の翌々年までを有効期限として当該パート

の受験を免除する。 

 

５．試験の実施方法について 

（１）国家試験当日の運営 

試験の日程は、１日間で全パートの試験を実施する。 

受験者にとって負担が生じないように、午前中にＡパート試験を実施し、午

後にＢ・Ｃパート試験、Ｂパート試験、Ｃパート試験（同一時刻に開始）を実

施する方法とする。 

（２）合格発表等 

ア 合格者 

 合格者は全パートを合格した者とし、一部のパートのみ合格した者は含め

ない。 
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イ 試験結果通知 

パートごとの試験の結果については、有効期限とともに、試験の結果通知

に記載する。 

 

６．その他 

（１）受験申込書等様式の改正 

初回受験時には全パートを受験し、不合格パートの受験を必須とすることか

ら、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62 年厚生省令第 49 号）に定

める様式第５「介護福祉士試験受験申込書」に、「全パートを受験」か「不合

格パートのみを受験」かを選択する欄を設け、第 39 回（令和８年度）国家試

験の受験申込等の手続から適用するため、同省令を改正する予定である。 

（２）受験手数料 

全てのパートを受験した場合と一部のパートのみを受験した場合を比較した

際に、事務手続き（受験申込から合格証交付）の内容に大きく影響を及ぼすこ

とはないと考えられることから、実費を勘案して定める受験手数料については

一律の金額（18,380 円）とする。 

 

 

 

 

 

 

 


